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【第Ⅳ期公的統計基本計画】

【これまでの経緯及び本日のご報告】

第Ⅳ期公的統計基本計画では、1次QE推計における民間企業設備及び民間在庫変動の推
計について、法人企業景気予測調査（以下「予測調査」）の活用可能性の検証を行い、その
結果を踏まえて、予測調査の調査項目の見直しについて検討すること、また2023年度から
実施し、早期に結論を得ることとされている。

民間企業設備における予測調査の活用可能性の検証については、2022年7月の企画部会
第1WGにおいてご報告をしたところ、本日は、民間在庫変動についての検証結果をご報告
するもの。 1

公的統計基本計画の記述と本日のご報告内容

具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期

 報告者負担軽減と有用なデータ確保の両立を図るために、
法人企業統計・附帯調査の調査事項のうち、１次ＱＥ推計
の改善に資すると考えられる事項について、法人企業景
気予測調査の活用可能性の検証を行い、その結果を踏ま
え、法人企業景気予測調査の調査項目の見直しについて
検討し、早期に結論を得た上で、必要なＱＥ推計の検証を
行う。調査項目の見直しに当たっては、法人企業統計・附
帯調査に係るこれまでの検討状況並びに法人企業景気予
測調査における過去の見直しの経緯を踏まえる。

 また、上記を含め、１次ＱＥの民間企業設備及び民間在庫
変動の推計手法の改善に係る研究を進める。

財務省、
内閣府

法人企業景気予測
調査の関連につい
ては令和５年度
（2023年度）から実
施し早期に結論を得
る。
１次ＱＥの推計手法
の関連については
令和５年度（2023年
度）から実施する。



2018年度までの予測調査は、調査対象企業に対し、製品在庫及び原
材料在庫の過不足感（不足、適正、過大、不明の4段階）を聞くとともに、
産業別のBSIを集計・公表していた（仕掛品在庫は調査していなかった）。

※在庫BSIは、「不足」－「過大」で計算（在庫が過大と答えた企業が多い場合は、
取崩しが予測されるためマイナスで表示）

原材料在庫BSIと法人企業統計の原材料在庫（ストック）の前期比に
関係があると考えられることから、法人企業統計（10億円以上）の原
材料在庫の前期比を被説明変数、予測調査（大企業）の原材料在庫
BSIを説明変数として、産業別に回帰を実施。

※実績見込（予測調査）と実績（法人企業統計）の関係に季節性が存在する可能性がある
ことから、回帰においては季節ダミーを設定

【用いた回帰式】

「法人企業景気予測調査」等を用いた
民間在庫変動の試算について
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回帰結果は以下のとおり(全産業の場合）。

回帰結果（パラメータ推定値等）

（切片・季節ダミーあり） （切片なし、季節ダミーあり）

以上の結果から、切片なし、季節ダミーありを採用

回帰結果について

補正 R2 0.33

計数 t

切片 0.89 0.85
予測調査 0.69 3.55
季節ダミー1 4.99 4.05
季節ダミー2 1.40 1.14
季節ダミー3 3.03 2.46

補正 R2 0.37

計数 t

予測調査 0.60 3.73
季節ダミー1 5.64 5.90
季節ダミー2 2.04 2.11
季節ダミー3 3.62 3.60
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（試算結果（前期差10億円）） （2次QEとの差）

（注）寄与度換算は、年率換算し、500兆円で除して簡易的に計算。

原材料在庫の試算結果（ARIMA予測との比較）

 1次QE時点で利用可能な情報から、2次QEと同手法での試算を行うため、前述の
切片なし、季節ダミーありの回帰式を産業別に推計し、2016年4-6月期から2019
年1-3月期までの12四半期について、産業別の原材料在庫（ストック）の前期比を
求め、当該値を用いて※原材料在庫（前期差）を試算した。

※なお、２次QEで石油統計(確報）を用いる原油・天然ガスは、1次QE時点で利用可能な石油統計
（速報）を利用している。

予測調査を用いた試算結果と、ARIMA予測との差は以下のとおり。
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2次QE
1次QE

(①ARIMA)
１次QE

(②予測調査)
2次QE

 - ①ARIMA
2次QE

－ ②予測調査

2016 4-6. 168.4 33.0 311.4 135.4 -143.0
7-9. -462.1 -321.8 -441.3 -140.3 -20.8

10-12. 270.8 264.5 86.3 6.3 184.5
2017 1-3. -837.1 -282.6 -739.8 -554.5 -97.3

4-6. 832.8 920.4 758.1 -87.6 74.7
7-9. -74.8 -331.7 -241.6 256.9 166.8

10-12. 451.7 125.5 -5.3 326.2 457.0
2018 1-3. -1,064.0 -756.8 -936.1 -307.2 -127.9

4-6. 765.6 790.9 682.2 -25.4 83.3
7-9. -311.4 -380.8 -456.2 69.5 144.8

10-12. 545.0 365.3 387.6 179.7 157.3
2019 1-3. -676.9 -674.6 -410.8 -2.3 -266.0

絶対値平均 174.3 160.3
(寄与度換算) 0.14 0.13

参考　RMSE 234.1 192.9

　　　　　単純平均 -11.9 51.1



 民間在庫変動の推計における予測調査の活用について
• 原材料在庫BSIを用いて1次QEにおける原材料在庫を試算したところ、現在の1

次QEにおけるARIMA予測を必ずしも上回るものではなかった。（改定寄与度の絶
対値平均はほぼ変わらず）

（参考）法人企業統計の附帯調査を用いた試算（令和４年４月部会報告）では、対象期間が異なる
が、ARIMA予測の場合と比べて、改定寄与度の絶対値平均が約0.1％pt改善していた。

• 予測調査において、かつてのように在庫BSIを調査するか否か等は慎重に検討
することが必要か。

 民間在庫変動の推計手法の改善に係る研究について
• 第IV期基本計画の記述(後段）を踏まえ、民間在庫変動の推計手法の改善に係

る今後の研究の方向性として考えられるものとしては以下がある。
①現在でも法人企業統計を用いてない品目（原材料在庫における原油・天然

ガス）については、1次QE時点で別途の基礎統計（石油統計）を利用すること
（※）2017～21年の20四半期分の検証では、ARIMA予測と比べて、（実質原系列前期差）の2次

QEとの乖離の絶対値平均はほぼ同程度（GDP寄与度換算で0.00％pt強縮小）

②それ以外の品目でも、1次QE時点で利用可能な基礎統計等を洗い出し、法
人企業統計を用いないで推計すること
（※）経済産業省生産動態統計では、鉄・非鉄・紙製品などの一部品目について、その原材料と

なる一部品目（鋼板、地金、パルプなど素材系が中心）の在庫を調査している。

まとめ及び今後の方針

5



 欧米諸国において、GDP推計のうち在庫変動の推計に力を入れている国とし
てアメリカがあげられる。（他の国では、在庫変動を推計しつつ、生産側とのバラン
スで調整項を置く等の対応を行っている）

 アメリカではセンサス局が、”The Manufacturers’ Shipments, Inventories, 
and Orders (M3) survey”（以下「M3 survey」） という、製造業企業を対象とし
た月次統計を実施しており、GDP推計を担当する商務省経済分析局（BEA）
はその情報を利用して、GDP四半期速報の製品、仕掛品及び原材料の在庫
変動を推計している。

 M3 surveyは、速報値（advance report）が調査対象月の翌月下旬（ｔ＋26日
前後）に公表されるが、その前にBEAに事前提供がされており、GDPの
Advance Estimate （ｔ＋30日以内）に利用可能となっている模様。

※ 次頁に調査票のサンプルを添付

参考 アメリカの四半期GDP速報における在庫推計について
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調査対象月の翌月10
営業日後が締め切り
日となっている

調査対象商品を指定し
ている

原材料、仕掛品、製品
ごとに、在庫手持金額
を調査している

製造業企業を対象とし
て、出荷、在庫等調査
している

M3 surveyの調査票
（サンプル）
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